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これまでみてきたように農民闘争や民権運動展開の前提となる情勢は，まず
対欧米従属=植民地化の危機であり，それに対応した条約改正と輸入防遇の切
迫化であったが，同時にこうした危機をアジアへ転嫁(欧米のためのアジアの
憲兵化〉することによって逸らそうとし，したがって，そのための強行策を秩
禄処分を前提にした地租改正と大増税，地方支配の貫徹と小プ、ルジョアジー=
マニュ発展の抑止策およびこれに対応した殖産興業政策， とりわけ内務省事業
と海運助成・政商保護政策，工部省事業と軍拡の推進等に求めたのである O 言
いかえれば対外関係における天皇制国家の矛盾を，専ら日本人民とアジア人民
とに転稼することによって克服しようとしたものに他ならず，ここに不可避的
に人民闘争=民権運動は高揚してくるのである。
1874CM 7)年1月の民選議院設立建白書が自由民権運動の原点になったこと
は周知のところであるが，この建白書は，もともと署名者の過半が政府中枢部
にいたもので占められており，しかも征韓派が多かったこと等，本質的には政
加)
府内部反対派の要求という色彩が濃かったという点で限界があった。
しかし，客観的には国会開設要求に大きな役割を果たして開設論争を惹き起
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こしたこど，ブルジョア的参政運動にとって思想形成の基礎となる納税義務者
の参政権を主張したことによって国民の関心を覚醒し，新聞・雑誌を政論紙へ
転化させる契機を醸成したこと等，その意義は大きかったものと言える。たと
えば， 1874CM 7)年11月には「読売新聞」が刊行されて，のちに政党色を帯び
るようになるし，翌1875CM8)年3月には「評論新聞」が刊行されて，翌年に
は発禁処分になるほどであった。これに対して1875CM8)年6月には議諦律・
制
新聞紙条例が制定されることになった。
こうした士族を中心とする民権論覚醒への動きにもかかわらず¥他方では
1873CM 6)年1月の徴兵制や同11月内務省設置直後の家禄税課税，家禄・賞典
禄還納の制設定等に対する士族の不満が内攻的に蓄積され，その一つは江藤ほ
か建白書署名者たちによる佐賀の乱となって爆発・鎮定される。
しかも，これらの土族の乱とともに士族不満派の多くは，徴兵制反対の農民
一授とは何ら結びつきをも示さず， 1873CM 6)年の農民の徴兵制反対一捺56件
をはじめ， 1874CM 7)年山形のワッパ騒動その他含めてー挨21件， 1875CM 8) 
年地租改正反対一授15件等の農民一授と前後・併行して， 1875CM 8)年11月徴
兵令改正， 1876CM 9)年3月廃万令，同8月秩禄処分等ののち，同年10月熊本
神風連，秋月の乱，萩の乱，永岡久雄ほかの思案橋事件等を孤立的に続発させ，
最終的には1877CM10)年の西南戦争に集約され自滅していくのである。しかも
この西南戦争激戦地と時期的にも場所的にも同時同地点の熊本において，戸長
公選要求等を中心とした阿蘇谷一授が天皇制権力と激しく対決していたのであ
側
っ7こO
その上，この西南戦争に対して， 1875CM 8)年2月の愛国社創立参加者と，
その創立を契機として設立された豊前共愛社・熊本民権党・加賀忠吉社等の士
族民権派とが，征韓即時断行・士族特権の回復をめざして参加し反藩閥政府
大合唱のチャンスとしたことは，同年に愛国社的潮流と豪農を中心とした在村
的潮流との民権運動の統一の成果として，片岡健吉ほかによる三大綱領が発表
され，翌1878CM11)年に愛国社が再興されたのと対比して，きわだった特徴で
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このように建白書から生れでた士族民権の視点と動向は，一つには士族の
乱，他の一つは豪農民権との結合へと対極的に分離・包摂され，前者の玉砕，
後者の発展に結果していくが，こうした両極の士族の動向に密着していた拭い
がたい弱点は，たとえば1874年の征台に対し，立志社幹部たちが高知県令に
「民社を団結し此の兵を設け以て国家の外難に当らんと欲す」と唱えて，寸志
兵派遣の歎願書「寸志兵編成之願之事」を提出するという国権拡張への従属=
(時
アジア侵略肯定論に表出していた。西南戦争参加の民権派士族も征韓即時断行
を唱えてみせたことは先に述べた通りである。
こうした士族民権が，士族の乱に包摂されあるいは歴史を逆流させる中で，
新聞・雑誌による民権主張に対しては1875(M8)年9月出版条例が改正されて
罰則追加となり，翌1876(M9)年7月には治安妨害の新聞・雑誌に対する発行
禁止ないしは停止布告がなされる等，漸次弾圧が強化された。さらにすすんで
同年6月には「近時評論J，10月には「中外評論J(1"評論新聞」発禁のあと発
干のが発禁となり，同年3月には植木枝盛「猿人君主」も筆禍で投獄されるに
至る。したがって士族の乱に対する鎮圧とともに，こうした民権派に対する天
皇制権力の高圧的姿勢の根拠となったものは，この段階における士族・豪農を
含めた民権運動全体にわたる理念と実践にかかわる闘いの限界そのものにあっ
ω 
たと言うことができょう。
② 地方民会と豪農民権
1872(M 5)年頃より府県会，大小区会，町村会等の地方民会が，区・戸長会
議といった形態で、地方官により開催されていたが，同年4月戸長・副戸長制，
同10月大区・小区制が施行されて制度的変質をきたすO すなわち，世直し抑圧
の末端機構担当者として，これら区・戸長には村役人層が任命され，かつ国政
委任事務分担の地方行政単位として区・戸制が設定されたからであるO したが
って地租改正や徴兵の地方末端事務が区長・戸長クラスによって実施されるこ
とになった。しかし，区・戸長クラスは，これによって村内・区内農民や農民
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一授からのつき上げと官僚体系による上からの締めつけという板パサミ状態に
おかれることになり，漸次自己変質して逆に行政への対決的側面を顕在化しは
じめるのである。その場合の拠点こそ，地方民会そのものだったのである。
このような時点で，区・戸長クラスおよび地方民会の再編をめざして1875(M
8)年に第1団地方官会議が開催される。これには各府県の区・戸長2名づつ
が傍聴を許可されたが，第3議題の「地方民会」が不聞にされようとしたと
き，河野広中ほか13県26名が激怒し，上書を提出するに至った。結局，元老院
の圧力で3回延長，民会案討議され，内務卿一地方長官一区戸長(官選〉とい
車場
う体系下に，区・戸長の地方民会が決定されたのであるO
したがって，地方民会は地方長官の諮問機関として区・戸長をもって構成さ
れ，以降，民権派的立場で活発化していくことになる O こうした区・戸長自身
や地方民会そのものの動向を規定し，その背景となったものは，地租改正事業
の本格化と地方行財政収奪を強行する天皇制権力と真向から対決して，地租を
地価3%から2.5%へ引下げさせた1876(M9)年末の広汎にわたった農民一授
とそれに継続する人民の闘争であったo 1877(M10)年頃に至ると，県会・区会
も地方民会としての性格を明確化し，公選制拡充等をむしろ三新法制定の中に
生かしていくのである。これらの一連の闘争の成果は，地方と国政の両レベル
にかかわる要求を巧みに結合させ，地方民会を拠点とする闘し、を発展させたこ
とにあったと言うことができょう。
しかし，同時に地租改正本格化段階では，地租決定が反当収穫決定に絞られ
るよう巳なり，しかも県→郡→村→一筆という押付け順序が体系化されて，まさ
に村段階こそ，上からの押付けと下からの要求との衝突する結接点とされるに
側
至ったのである。つまり村政改草要求が高揚する一方では，闘争自体の短少化
の側面も強まり，説諭や脅迫で屈服させられていく傾向が増幅したので、あった。
こうして地方民会での特に豪農・上層の活躍と村段階での下層との衝突とい
う矛盾の打開・解決のあり方こそ，その後の豪農民権の性格を決定していく要
になるのである。
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さて，区・戸長クラスをはじめ全農民の諸要求と闘争によって1877(MI0)年
1月地租の引下げという大きな成果を獲得したが， こうした粘り強い在村的潮
流の鋭い形での反映こそ，同年6月の片岡健吉等による国会開設建白書提出で
あり，そこでの8項目にわたる専制政治の失政批判であった。ここに民権派の
三大綱領(国会開設，地租軽減，条約改正〉が確定すgo
その客観点意、義は，まず第一に民権運動の新しい転換を示したことにあり，
特に愛国社的潮流と在村的潮流との結合がはじめて可能となったことにある。
さらに第二には，愛国社的潮流が士族の乱にかわって新しい方法たる三大綱領
を全国民的要求として創出したことにあり，まさに周年2'"'-'9月にかけての士
族の乱の集大成たる西南戦争との決定的岐路を示したことにある。
① アジア侵略への視点
以上みてきた士族・豪農民権の弛みなき運動においても，他方ではそこに征
韓論=朝鮮侵略肯定という拭いがたい限界が存在した。すなわち， 1877(MI0) 
年6月のあの輝かしい国会開設建白書においても， I朝鮮の議始め起るや……
〈中略〉……来聴の大典を僑めず，我使節を侮辱し，我通義を拒絶し，其無礼た
る天下の人民瞭かに之を知る所以のものとなり，況や我を敵視し，抗衡の勢を
顕はすに至って，天下の人民切歯せざるなく，把腕せざるなし」と論じたこと
制
は決して例外でなく，征台・琉球問題や樺太問題等，天皇制権力によるアジア
戦略と同一歩調をとるもので、しかなかった。換言すれば，アジア侵略肯定こそ
は，軍拡=反動と表裏一体関係にある原蓄政策=地租改正・殖産興業政策その
ものを正当化させ，これに拒否・抵抗を示すすべての人民への弾圧に自ら口実
を与える根拠になったと同時に，国権拡張・対外危機によって人民の闘いを巧
みに外に逸らしてし、く恰好の口実を与えるものでしかなかったので、ある。
立志社幹部の征台における「寸志兵編制之願」や1877(MI0)年6月の片岡健
吉等の建白書における征韓・征台肯定論等は，そうした民権派におけるアジア
侵略肯定の一例であったが，このことは征韓論反対の立場であった福沢諭吉に
おいても，他面では朝鮮をアジアの一小野蛮国と見下す優越意識をもち，のち
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の「脱亜論J=アジア侵略主張の要因をすでに内包していた点で例外ではなか
(6骨
ったので、ある。
また郵便報知・東京曙・朝野・横浜毎日等の自由民権派新聞においても，
1875(M 8)年の江華島事件，翌年の日鮮修好条規に対して，征韓そのものの是
非でなくて士族反乱防止の可否という視点からの論究でしかなく，これはどち
らかと言えば天皇制権力，とりわけ大久保の対朝鮮政策に接近し，しかも日鮮
t怖
の不平等条約締結に関しては，むしろ評価さえい与えてるほどであった。つま
るところ自由民権派は，天皇制権力の対朝鮮政策が朝鮮の独立や文明の発展を
指導するとし、う見方からいまだ脱却できていなかったので、ある。
園内における民主主義要求とアジア侵略反対(反戦〉とが民権運動において
結合・貫徹してこそ，軍拡・増税を基調とした地租改正=殖産興業の本源的蓄
積政策を真に打破し，同時に対欧米従属からの脱却(反帝)を実現しうる唯一
の道であったが，この点，植木枝盛においても， r専制の国に唯一人の愛国者
ありとの諺通り己れの外に頼む者もなければ，独立の体面は辱しめながら巳む
を得ずして彼の外国の無理の談判に圧しつけられ，国の損害を招くに至り，改
正も出来ねば鎖国も出来ず，視す視す国を衰微さし寛に滅亡の本を為すべし」
ω 
と述べて，専制こそ対欧米従属の基底であり，国内民主化こそが従属脱却の基
礎であるという正しい考えをもつに至っていたにもかかわらず，その植木自身
ですら， 1877(M10)年の「極論今致」では，政府も国もない台湾に有々たる軍
を送ってこれを征し，他方，政権も国もある朝鮮に日本の使節が辱められでも
断固たる決断がなかったとし，朝鮮に対して強硬政策をとりえなかったと政府
(6唱
を非難する始末であった。まさしく同年6月の片岡ほかの国会開設建白書(植
木も起草者の 1人〉における征韓論と軌をーにしていたので、ある。
したがって， 1878ω1(11)年9月には愛国社再興の第1回大会が開催され，古
い愛国社型政社が解体し，士族意識否定から豪農・在村的潮流中心の新しい政
社勃興への起点となって，自由民権運動がまさしく本格的に高揚しようとする
時点ではすでに， 1878(M11)年7月には天皇制権力による豪農・上層の包摂策
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で、あると同時に連繋と対峠の方向を表現した大久保の基本構想〈上申量〉に基
礎をおいた三新法が制定され，また同年には統師権独立への第一歩となる参謀
本部条例が制定されて，軍事機構の強化とともに対外戦争準備が強力に推進さ
れていくのである。
(4) 太政官制の「近代化」と三新法
① 太政官制「近代化」の意義
1873(M 6)年5月留守政府による太政官改革は，内閣設置によって正院を強
化したが，そのことによってまず第一に，文部省・司法省対大蔵省の抗争に対
する解決策となり，第二には結果として行政機能が「倦怠萎鹿ノ色ヲ露シ」て
低下をきたし，第三には右院・左院の形骸化を一層深めたのであった。同年10
月には征韓派敗北して大久保=木戸政権が成立するが，この場合，まず政治的
危機回復策として参議・諸省卿兼任制が採用され，同年1月の徴兵制と相まっ
て実質的には太政官制が一層強化された。しかも同年11月の内務省設置によっ
て大蔵省権限が縮少・合理化されて太政官制強化の補完的役割を果たすことに
なった。こうして同年12月に家禄税，家禄・賞典禄奉還制の強行的実施を可能
とし，秩禄処分・領主階級の有償買収による財政再建への一歩を進めることが
できたので、ある。
このようなときに1874(M7)年1月征韓敗北派による民選議院設立建白書が
出されたが，これに対し同年5月左院に国憲編纂掛を設置し，宮島誠一郎ほか
に「国会議員規則」研究を命令し，同 5月に地方官会議開催の詔勅，地方官会
(7.母
議職制制定，同9月には議員憲法並規則制定と矢継早ゃに対応策が打出され，
民権派の国政および地方レベルで、の闘争に対する先制攻撃・優勢をねらった。
同年4月の佐賀の乱制圧=政治的危機克服と同6月征台実施，さらには同 1月
東京警視庁設置等によって国権拡張，治安維持強化，民権派への対応を同時に
強行していったので、ある。
翌1875(M8)年1月には英・仏の横浜駐屯軍引揚げが，天皇制権力に対して
「権力盛なるを固より致信用候」として決定されたが，同年2月には大久保，
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木戸，板垣による大阪会議によって，元老院・大審院創設，地方官会議開催，
参議・各省卿分離等の政治改革で意見が一致し，同 3月には正院内に政体取調
局の設置と伊藤・寺島両参議による憲法制定・地方官会議開催，および同 4月
木戸，板垣の政権への復帰・参議就任等で一応政治的危機を克服した。ただし
参議・各省卿分離は実現せず問題を残した。しかし，こうした一応の政治的安
定の上に，同年3月には地租改正事務局を内務・大蔵両省所管として設置し，
地租改正事業・殖産興業政策本格化への条件整備を完了したことはすでに検討
したところである。
かくて，一方での政体の「近代化J，他方での原蓄=弾圧の強行，この両面作
戦の成否こそが天皇制権力の政治的安定から一層の強化へ連動する鍵となる O
かかる政体「近代化」の具体的方途・根幹こそ，同年4月の太政官制の改革=
元老院・大審院の設置にほかならなかった。
この場合，まず第一に指摘すべきは，同年4月布告の元老院章程をめぐる元
老院権限問題が起こったことであるo その顛末は，副議長後藤象二郎等が板垣
の支持を得て元老院否決のものは法律とすることはできないとし，元老院の法
律議定権をめざすことを主張したのに対し，木戸・大久保等が天皇制，とりわ
け内閣=正院への制限を加えるものとして危i民し，板垣等への説得にも成功し
的
て，同年12月元老院章程制定に漕ぎつけるという一件であった。つまり，この
問題こそは，農民一授や地方民会での区・戸長クラスの活躍および建白書にみ
られる土族民権等の積極面における一定の反映であると同時に，土族民権の消
極面における一定の限界をも端的に示し，今後の元老院のあり方に影響をおよ
ぼしていくものであった。
元老院章程第1条によると， I元老院ハ議法官ニシテ凡ソ新法制定旧法改正
ヲ議定スル所」とされ，また第5条では， I議案本院ノ議定ニ係ル者ト検視ヲ
経ル者ト類別アリ，而シテ其別ハ内閣ニ於テ之ヲ定ム」とされて，結局，元老
院は内閣(正院)=行政権によって大きく拘束・規定されることになったので
同
ある。 I元老院は……(中略〉……真に立法院と名くべき実権を有するの官衛な
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るか……〈中略〉……其の十分ならざるを知るに余あるべし」と言われた所以で、
(7市
ある O
次いで第二に指摘すべきは，同年5月に大審院が創設れ，これによって司法
省(行政〉と裁判所とが分離=1"近代化」したことである。この創設に基づい
て大審院・諸裁判所職制・章程が制定され，大審院の下に上等裁判所・府県裁
。時
判所・区裁判所が設置されたが，判事職制通則が制定されても判事の身分保障
もなく，司法卿に判事任命権があり，また府県裁判所も未整備で地方官が判事
を兼任する等，司法の独立とは未だ程遠い状況で、あったと言え20
以上みてきたような太政官制改革=1"近代化」に内在する特質・意義につい
てみると，まず対外的には， 1875CM 8)年1月のノミークス等横浜駐屯軍引揚の
際の注文たる「権力盛なるを固より致信用候」に応え，かつ対外的課題=条約
改正のための布石となる元老院・大審院設置による国内法・政治体制「近代化」
達成ということにあった。
次に圏内的には民権派の胎動・展開への対抗として，第ーには正院=内閣の
権限が揺ぐことなく，否それ以上に「近代化」の上に参議諸卿兼任制も維持し
て一層整備・強化されたこと，しかも同年7月に内閣に法制局を課から拡大し
て法律草案の一部局とし， 1881CM14)年の参事院設置への前提にしたことにあ
る。第二には，同 6月議誘律・新聞紙条例， 9月出版条例改正， 11月には徴兵令
改正等と弾圧体制を併用・強化したことである O 第三には，地方民会の活発化
に対処して，第1回地方官会議を， 1874CM 7)年5月詔勅にもかかわらず「当
時台湾の征討に引続き清国との葛藤ありしに由り，此会議を延期せられ」てい
たのを翌6'"'"'7月にかけて急拠開催し，同11月には県治条例を廃止して府県職
制章程を制定，徴兵制とも関連して同年8月戸籍表を発表，内務省を中軸とし
た地方支配体制を強化し，三新法制定ヘの前提条件を整備したこと等にある。
同年5月樺太一千島交換条約締結， 7月琉球への介入， 9月の江華島事件を
契機とする翌2月の日鮮条約締結等，アジア=朝鮮侵略のための内治整備を強
行したことと併せて，総じて1873CM6)年5月の太政官制改革=内閣設置より
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も以上に， r近代化」の体裁の上に天皇制機構・官僚支配がさらに一層強化さ
れたものと言うことができょう。
② 地方官会議と三新法の制定
すでに述べたように1878(M8)年6"-'7月にかけて第1回地方官会議が開催
されたぷ，そこでの議題は，地方警察，道路・橋梁・港湾・提防，地方民会，
府県会法・区会法，公立学校・病院等についてであった。とくに府県会・区会
等の地方民会について，区・戸長を議員とする地方民会を興すことを多数(府
県区会を同時に開催9人，開催賛成・着手を適宜にする35人，府県会を開く 10
人〉で議決している。
倒
すでに1874(M7)年3月に区長・戸長準官制を制定し，この準官吏の区・戸
長を通じて内務省一地方官一府県・区会(地方民会〉という統治・支配体系構
築をねらいとしていたが，第1団地方官会議においては，区長・戸長の会議を
地方民会として官設し統合することをねらいとした議事となり，神田孝平も
「区戸長ヲ議員トスルハ，人民ニ代テ議スル者ニ、ンテ，地方官カ人民ニ代ルト
ω 
同シ」と述べているように，いわば地方官会議そのものを下院に想定していた
のであった。
この想定が予定通りの方向で進んだか否かは別であるが， 1875(M 8)年11月
制
には府県職制並事務章程を制定(県治条例廃止〉して，知事・権令の府県にお
ける広汎な権限事項を明確にしようとした。すなわち「職制」で知事・権令は
「部内・安寧部民ノ保護徴税勧業教育等ノ事ヲ掌ノレ」ものとして，庶務・勧
業・租税・警保・学務・出納の 6課を制定し，また「事務章程」で広汎にわた
る地方所管事項を明らかにした。しかし，この職制および事務章程では必ずし
も府県掌握・支配にとって十分でなく， 1879 (Mll)年月の府県職制改定ではじ
めて完備されるところとなる。
一方， 1875(M 8)年10月には島津久光や板垣退助等は，参議・諸卿の分離案
が実現しなかったことやその他の政治改革を不満として辞任し また翌1876
(M9)年3月には木戸も内閣顧問に転任して，ここに大久保独裁政権が名実と
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もに確定する。同政権の下で3月廃万令によって軍事独占を果たし，同 8月に
は秩禄処分断行によって封建的特権階級への抑圧を急速に進めると同時に，同
7月には新聞・雑誌に対して「国安ヲ妨害スト認メラル、モノハ内務省ニ於テ
其発行ヲ禁止叉ノ、停止スベシ」という布告を出す等，民権派への弾圧をも併行
させた。また同 9月には元老院に憲法起草を命じ府県裁判所を廃止して地方
裁判所とする等，民権派への対処とともに官製の国体論・司法制度の整備を促
進した。同時に国立銀行条例改正・内務省事業の推進，とりわけ「極論今致」
で植木が「数十万の金を以て某会社(三菱〉の資を成し，工商の権を独占し，
納
人民の利益は偏頗に帰」する政策であるとして批判を浴びせているような政商
保護・海運政策等を強力に促進したので、ある。他方では，同年10月の神風連の
乱をはじめ秋月の乱，萩の乱，思案橋事件等を制圧し， 1877(M10)年2'"'-'9月
の西南戦争をも徴兵制軍隊によって鎮圧する。このように封建的特権階級の没
落を決定的なものにすると同時に，同年11月には東京警視庁を内務省に移管し
て治安対策を整備・強化した。まさしく「王権はブルジョアジーのために貴族
を犠牲にしブルジョアジーは王権のために人民を犠牲にする」のである。
このようなとき， 1878)M11)年5月に石川県土族島田一良等によって「公議
を社絶し，民権を抑圧し，以て政事を私する」者として大久保が暗殺された
が，この衝撃を内閣改造によって三条太政大臣，岩倉右大臣，参議に伊藤・山
県・井上・山田(以上長州)，寺島・黒田・西郷従・川村(薩摩)，大木・大隈
(肥前〉といった陣容構成をもって補強し， ここにし、わゆる岩倉=伊藤政権が
成立す2。この政権の下で，先にみた日77(M10)年6月の片岡等の建白に対し
て， 1878 (M11)年7月には同9月の愛国社再興に先行して元老院憲法第1次案
が起草され，またその直前の 4月には第2団地方官会議を受けて三新法，府県
官職制が制定され，同 7月の日米条約関税改定にまで漕ぎつけるに至るのであ
る。
他方，同年8月の竹橋事件に対応して軍人訓戒が発布され， 12月には参謀本
部が設置される等，天皇制権力の集中・強化が進行するのに対して，同9月に
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は士族民権と豪農民権の合流=愛国社再興にみられる民権運動が高揚し，まさ
しくこの時期こそ天皇制権力対全人民の対決がピークに接近する肉薄した段階
を迎えたので、あった。
こうした切迫した情勢の下で、制定された三新法の特質とその果たした歴史的
意義について以下若干述べておこう。まず第一に，郡区町村編成法についてで
あるが， 1"府県ノ下郡区町村トスJ(1条)， 1"郡区町ノ区域名称ハ総テ旧ニ依
ノレJ(2条)として自然村の復活をうたい，郡長1，区長，町村に戸長各1人
(5"-'6条〉とした。つまり，これによって郡が地方行政区画となり，町村を
自治体として戸長公選にしたが (1884/M17年官選)，郡長の権限は強化され
たので、ある。
第二には，府県会規則であるが，まず「府県会ハ地方税ヲ以テ支弁スヘキ経
費ノ予算及ヒ其徴収方法ヲ議定スJ(1条〉ることを本務として， 1"議案ハ総テ
府知事県令ヨリ之ヲ発スJ (3条〉るものとしまた「凡ソ地方税ヲ以テ施行
スヘキ事件ハ府県ノ会議ニ付シ其議決ハ府知事県令許可ノ上之ヲ施行スヘキ者
トス若シ府知事県令其議決ヲ認可スヘカラスト思慮スル時ノ、其事由ヲ内務卿ニ
具状シテ指揮ヲ請フヘシJ (5条〉としたことや， 1"会議ハ論説国ノ安寧ヲ害
シ或ハ法律叉ハ規則ヲ犯ス事アリト認ノレトキハ府知事県令ハ会議ヲ中止セシメ
内務卿ニ具状シテ其指揮ヲ請フヘシJ(33条〉としたこと，および「会議中国ノ
安寧ヲ害シ或ハ法律叉ハ規則ヲ犯ス事アリト認ムル時ハ内務卿ハ何レノ時ヲ問
ハス議員ノ解散ヲ命スルコトヲ得J(34条〉るとし「内務卿ヨリ解散ヲ命シタ
ルトキハ更ニ議員ヲ改選スヘシ」としたこと等，府知事・県令の議案発案権独
占に対して府県会は発案権なく，きわめて権限の弱し、受身的議会でしかなかっ
たO しかも府知事・県令の権限絶大の上に不認可権も強化され，さらに内務卿
の府県会支配を明確にし，県令と議会の対立のときは内務卿の指揮下におかれ
たこと等よりみて，府県会は単に行政諮問的機関の地位におかれたので、ある O
また，その構成を「府県ノ議員タルコトヲ得ヘキ者ハ満二十五歳以上ノ男子
ニシテ……(中略〉……地租拾円以上ヲ納ムル者J (13条〉とし， 1"議員ヲ選挙
-242-
-745ー
スルヲ得ヘキ者ハ満二十歳以上ノ男子ニシテ……〈中略〉……地租五円以上ヲ納
ムル者J (14条〉として，議員公選制を通して地方レベルの闘いを包摂する方
途として地主豪農クラスに期待し，その承認・協力を得ょうとした。結局，私
有財産制を前提にしたブルジョア議会的性格を帯びたものであったが，これを
一層民主主義的議会にするか，それとも専制的議会にするかは一重に民権運動
のあり方にかかることになったので、ある。
第三には，地方税規則であるが，これは府県財政の基礎強化を専らねらいと
するものであった。すなわち，まず「従前府県税及民費ノ名ヲ以テ徴収セル府
県費区費ヲ改メ更ニ地方税トシJ(前文〉て，地方税を，1.地租の5分1以内，
2，営業税・雑種税， 3.戸数割で徴収し (1条)， r地方税ヲ以テ支弁スヘキ費
目」を12項目として (3条)，警察費，河港・道路・堤防・橋梁・建築修繕費，
その他学校費，病院・救育所費，保健衛生費等の国政委任事務を列記し，結
局，区町村限りの費用は区町村人民の協議費として分離して区町村財政を剥奪
したので、ある。
総じて，三新法制定は地方支配体制の整備・強化の集大成とも言えるもので
あり，同月の府県官制改定(府県官職制並事務章程廃止〉によってこれを補完
するところとなった。すなわち，府県官制において， まず府知事・県令の職
務・権限について「府知事県令ハ内務卿ノ監督ニ属スJ(第2)とし「府知事県
令ハ地方税ヲ徴収シテ部内の支費ニ充ツルヲ得而シテ其予算決算ヲ具へテ内務
卿大蔵卿ニ報告スルヲ要ス 其府県会アル地方ノ、之ヲ会議ニ付スヘシJ(第6)
としたこと，また「府知事県令ハ郡長以下郡ノ吏員ヲ判任進退シ郡務ヲ指揮監
督スJ(第8)，r府知事県令ハ府会県会ヲ招集シ及其会議ヲ中止スルコトヲ得」
(第10)，r府知事県令ハ議案ヲ発シテ府会県会ニ付シ決議ノ後之ヲ認可シ或ハ
認可セサル事ヲ得J(第11)，r警部ハ事ヲ府知事県令ニ受ケ管内ノ警察ヲ掌ル」
(同〉とそれぞれしたこと等，その職掌を一段と強化したのである。
次に郡長については， r郡長ハ事ヲ府知事県令ニ受ケ法律命令ヲ郡内ニ施行
シー郡ノ事務ヲ総理スJ(第3)とし， r郡長ハ町村戸長ヲ監督スJ(第6)と
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して府県-郡の体系を政策遂行・地方支配の拠点にしようとしたこと，さらに
は，戸長職務概目で地租・諸税徴収，戸籍・徴兵下調等，戸長の職務について
詳細に規定したこと等と併せて，内務卿-府知事・県令ー郡長一区長一町村戸
長とし、う指揮・監督体系を名実ともに確定した。かくて，ここに三新法・府県
官職制体系を基礎とした天皇制権力と，愛国社再興による土族・愛国社的潮流
と豪農・在村的潮流との合体=全人民によるブルジョア革命闘争との生の対決
は一層尖鋭化・:験烈化することになったので、ある。
① 軍事機構の再編・強化
中央・地方の統治機構が連結・整備され，より強固な体系を形成していく中
で，天皇制権力の集約的表現である軍事=弾圧部門において，天皇制にとっては
黙過することのできない衝撃的な由々しき事件が起こったことは注目される。
すなわち， 1878(Mll)年6月の片岡・陸奥・林有造等による政府顛覆・立憲
政体樹立を目的とした挙兵計画事件の直後，同8月に引き継いで起こった竹橋
事件がそれである。前者の挙兵計画は，途中で発覚し，逮捕されて不発と終る
が，その経過からみて西南戦争・土族の乱と連動していたこと，また一方で、は
愛国社再興後，士族民権派の中心人物片岡健吉等が参画していたこと孝，竹橋
事件直前の事件としては，天皇制にとってきわめて衝撃的な事件ではあったと
言える。
しかし，これに対して竹橋事件は，天皇制権力の暴力的基軸たる軍隊，その
中でも中枢的な位置を占める近衛軍で、起った容易ならざる事件だけに，きわだ
った特徴をもっていた。その原因は，現象的にみると常備3年の苦役(徴兵編
成1条〉のあとさノらに近衛兵として 5年の苦役(近衛兵編成前文〉が待ちうけ
ていたために， r他ノ徴発ニ応スル者ニ非ス」と特記されていながg，結局，
近衛兵をも西南戦争に投入したことへの不満が爆発したものと受けとれるが，
本質的には徴兵制そのものの矛盾に対する爆発で、あったとみるべきで、あろ孔
したがって，これに対する反省と対策のあり方こそが，天皇制権力にとっての
揺ぎなき支柱=統師権独立の軍事的・政治的課題達成を左右するものであった
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と言える。こうして，同年8月の山県の軍人訓戒，同12の参謀本部条例と即応
的に対応策が打出されてく2。つまり，まず竹橋事件という軍隊の内部崩壊の
危機を直接的な契機として，自由民権運動の急展開による軍隊への影響を防止
するために，軍隊・軍人と政治との分離こそが緊急の時局的課題であるという
切迫した認識に基づくもので、あっ差。
さらには，これらの危機をむしろ好機とし挺にして，軍政と軍令の分離=統
師権独立へ向けての最初の制度化をねらったものであると言うことができる。
こうして1874(M7)年参謀局設置を前提にし1878(Mll)年の参謀本部条例制定
を契機・前提として，以降， 1880年代に本格化する軍の対外戦争準備の制度が
強化されるに至るのである。
かくて，この段階における天皇制統治形態=太政官制は，中央・地方の統治
機構および軍事的・警察的弾圧部門を含めて，単に太政官制の修正2いった微
弱な性格にとどまるのではなく，むしろ天皇制絶対主義確立に向けての侵略と
抑圧および原蓄強行のための支柱=軍事機構を基軸にした天皇制権力・太政官
制そのものの一層の強化の過程にあったと言わなければならないであろう。ま
さしく「常備軍，警察，官僚，聖職者，裁判官という，いたるところにゆきわ
たった諸機関一一体系的で階層制的な分業の方式にしたがってっくりあげられ
た諸機関ーーをもっ中央集権的な国家権力は，絶対君主制の時代に始まる」も
制
のであった。
〔註〉
(1) 拙稿前号(3)参照。横浜駐屯兵の撤兵事情については『明治軍事史』上194，..， 5頁。
(2) 外務省編『日本外交年表並主要文書・上J]57頁〈文書〉。
(3) 向上61頁(文書〉。
(叫向上71""'2頁(文書〉。
(5) 向上54""'"5頁(文書〉。
(6) 向上5""'"6頁(文書)0 w'大日本外交文書 8巻付録概要J]30，..， 1頁。征台の軍事行
動については， W'明治軍事史』上146""""'7頁および下村富士男「明治の外交J (森・沼
田編『体系日本史叢書5・対外関係史J]258""'" 9頁参照〉。
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(7) 下村前掲論文252頁。
(8) 英修道『明治外交史.]31頁。
(9) 外務省編前掲書57，_61頁(文書〉。 樺太放棄の理由について，当時の民権派新聞は
「日本政府は事毎に秘密主義」であるとの見出しで， 1我々は其何の故に斯く秘密な
るを知らざるなり」と論じている (1郵便報知新聞J7月30日号/!r新聞集成明治編
年史.]2巻370頁〉。以下，単に『編年史』と略す。
帥外務省編前掲書65，_70頁(文書〉。
ω 『日本外交文書.]8巻152，_7頁。
ω 村上勝彦「植民地J(大石嘉一郎編『日本産業革命の研究』下299頁〉。
ω 梶村秀樹「植民地と日本人J(!r日本生活文化史8 生活のなかの国家.]39頁〉。尚，
大倉喜八郎よりの消息として， 1東京日日新聞J(1877年7月12日号〉が「居留地内に
は現今日本人は二百余人ほど住居せり」とし、う状況とともに， 1朝鮮政府の無状なる
亦言語に絶したり，昨年の飢鐘の如き，人民の道路に飢死する者陸続として相望めど
も，官吏は悟として見ざるが如く，尚も例に依りて暴政を行なへり」と朝鮮人民の悲
惨な状況を伝えている(!r編年史.]3巻306頁〉。
(14) 石井孝『幕末貿易の研究.]52頁。
同松井清編『近代日本貿易史.]1巻33頁1・1表参照。
仰向上書36頁1・2表(輸出〉および1・3表(輸入〉。
(17) 向上書38頁1・4表(輸出〉および1・5表(輸入〉。 生糸の国別輸出先について
は， 1873(M 6 )，_1882(M15)年間の推移をみると，フランスが33.2%から48.8%で第
1位であったが，アメリカは0.5%から34.1%へ急増し，逆にイギリスは47.2%から
15.0%へ急減する(石井寛治『日本蚕糸業分析.]41頁第4表〉。
仕8)(1功松井清前掲書1・6表(輸出〉および1・7表(輸入)49頁。
倒向上書1・8表(輸出〉および1・9表(輸入)55頁。
ω 向上書57頁。尚，貿易収支については， 1871(M 4 )，_80(M13)年累計をみると，経
常収支が1億7，760万円の赤字，貿易外収支9，710万円の黒字，総合収支で8，050万円
の赤字であったく『長期経済統計14・貿易と国際収支.]218，_ 9頁より算出〉。
ωωω 松井前掲書145，_8頁。尚，地域別輸出額に占める朝鮮の割合は， 1884 (M17) 
年で0.6%，中国20.3%，アメリカ 40.3%，ヨーロッパ34.8%等で， きわめて低率で
あったことも事実である(!r長期経済統計14・貿易と国際収支.]206，_ 7頁より算出〉。
側 江口朴郎 119世紀後半の世界政治J(!r岩波講座世界歴史.]19・近代6・421，_3頁〉。
ω 小野組破綻顛末については，当時「当主たる人々其才能に乏しく，全権を姿ねたる
番頭等が時勢に暗くして方向を謬まりたるに依らざるはなし」と言われ(!r編年史』
2巻252頁)，小野組の破綻から三井をはじめ大阪米相場その他の甫場を混乱させた
ことが明らかであるが(!r編年史.]2巻246頁)，真相は，政府からの財政事務下請か
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らの脱却に努力していた三井が危機を克服して，大元方改正条目制定・改革への取組
を通じて三井銀行を創出していくのに対し〈安岡重明『財閥形成史の研究j282""" 3 
頁)，小野組や島田組がそうした努力を怠り， 1874(M 7)年10月の大蔵省達による公
金預り高に対する抵当増額令によって敢えなく倒産したものと考えるべきであろう。
尚，島田組破綻と関連して， i横浜の外国人中にて，和蘭商社並に香港上海銀行等よ
り三十万円程も借財ありと評判せり」と伝えているが(~編年史j 2巻252頁)，これ
は，一つには外商による日本の商人資本支配の一端を示すと同時に，今一つは，政府
がこうした「まぼろしの豪商」・不健全経営の資本を選別・排除し，特定商人(三菱
や三井〉を保護してし、く政策をその後採用していく一つの根拠にもなったものと考え
られる(註側・例参照〉。
的大阪会議の発端・動機・結果については， ~自由党史』上160，....， 8 頁参照。
倒 『法令全書J8巻734頁。
ω 福島正夫『地租改正j169"""70頁。
側 内閣記録局編『明治職官沿革表J(合本1)105頁。以下， ~沿革表』と略す。
ω 『明治文化全集J4・憲政篇255"""339頁。
(32) ~明治初年地租改正基礎資料』上巻558頁。
側近藤哲生『地租改正の研究j45---54頁参照。
ω 『法令全書J9の1巻51頁。
側 『自由党史』上191頁。 内務卿兼地租改正事務局総裁大久保利通は，太政大臣三条
実美に対する「地租ヲ減スルノ建議J(1876年12月27日〉で， i最近日ニ至テハ所々
緊衆蜂起人心乱ノレ、殆ント麻ヲ索スカ如シ……(中略〉……只農民ニ止ラス遂ニ統御ス
ヘカラナルニ至ルへ、ン…・・・(中略〉……目下亦彼ノ小民蜂起ノ害ヲ現出ス畢寛国ノ損害
ヲ免レス何テ来十年ヨリ地価百分ノニノ租額ニ減セラル、旨ヲ布告シ先ツ農民ヲシテ
カヲ養セ業ニ安セシムヘシ」として，明らさまに農民一撲による支配の危機，政策の
変更の不可避性を強調している(~岩倉公実記』下巻342---3頁〉。
側 山中永之佑『日本近代国家の形成と官僚制J22""" 3頁参照。
的 『日本国政事典工J5 頁。~編年史J 3巻378---9頁。
側 『沿革表j(合本1)170，. 2頁。
側 「地租改正報告書」によると， 1873 (M 6)年予測3，672万円， 1882 (M15)年実績
4， 872万円であったが(~明治前期財政経済資料集成j 7巻81頁)， 1873 (M 6)年予測
の場合， 1石当り米価3円に問題があり， 1石当り 4，185円(現実〉で再計算すると
旧租5，022万円から差ヲ1150万円減少する(田村貞雄『地租改正と資本主義論争j30 
頁〉。
帥拙稿「明治前期の酒税政策と都市酒造業の動向J(~大阪大学経済学J 17巻l号〉参
日召。
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帥 『明治以降本邦主要経済統計』より算出。尚，所得税は 1887(M2の年，営業税は
1896 (M29)年，法人税は1899(M32)年から各々設定される。
ω 「ェγゲノレスよりカウツキーへの手紙J(~マルクス・エンゲ、ルス選集j 4巻195頁・
新潮社版〉。他方では， r巨大な官僚的軍事的組織をもち，広大にして精巧な国家機構
をもっ執行権力，五十万の軍隊にならぶ五十万の官僚軍。網の目のごとくフランス社
会の体にからみつき，すべての毛穴をふさぐ，このおそろしい寄生体。これは，絶対
王政の時代に封建制の解体にともなって発生し，この解体の進行をたすけた」のであ
る(マノレクス『ノレイ・ポナノ勺レトのブノレユメー ル十八日j142頁・岩波文庫版〉。
ω 林健久『日本における租税国家の成立j53頁13表および高橋誠『明治財政史研究』
44頁1-9表参照。
ω 近藤哲生「殖産興業と在来産業J(~岩波講座日本歴史j 14・近代工・ 229頁〉。
ω大内力は，農民層分解について，地租改正以前は分解が著しいが，以降は分解が緩
慢であるという主旨のことを述べているが(~日本における農民層の分解j 128，._.30 
頁L第一に棉作，甘薦作その他商品作物における著しい衰退，第二に押付反米をめ
ぐる旧村請制・慣習利用による戸長・副戸長制下での村内部の対立過程で， 1874(M 
13)年にかけて，まさしく農業就業者が23.1万人減少し戸数1.7万戸消滅した事実等
から考えて疑問である。
附 『現代日本産業発達史jXI・繊維上・付録表][-1，44，._.5頁。
仰石井寛治前掲書41頁4表参照。
ω 近藤哲生前掲論文237，._.9頁。
ω 大江志乃夫「大久保政権下の殖産興業政策成立の政治過程J (稲田正次編『明治国
家形成過程の研究j398頁4表〉参照。
(50) 大江向上論文426頁。 r東京日々新聞J(1875年9月18日号〉は， r内務卿の命を以
て東京丸以下十四般の官船を無代価にて三菱郵便汽船会社へ御下げ渡しに相成り，猶
その外に助成金二十五万円づっと航海習学入費として，一万五千円づっ年々御下げ渡
しに相成るべきの御沙、汰ありJ(~編年史j 2巻397頁〉と政府の政策支持の立場から
ではあるが，大久保一三菱の関係の一端を伝えている。これが後述するように三菱助
成金問題を呼び起こすのである(~編年史j 2巻400頁〉。註側参照。
的 1877(M 4 )，._..1880(M13)年の聞における通貨流通高とその伸びをみると，政府紙幣
10.04億円， 2.1倍，補助貨1.44億円， 17.1倍，国立銀行券1.15億円， 25.0倍〈ただし
1873/M 6年から発券)，合計12.63億円3.0倍であった(後藤新一『日本の金高也統計J
28頁より算出〉。
倒永井秀夫「殖産興業政策論J(~北大文学部紀要j 10号148"_'"9頁〉。
闘 江村栄一「自由民権運動とその思想J(~岩波講座日本歴史j 15・近代2・19頁〉。
帥 「自由党史』上97-，-135頁および『編年史j2巻117，._.18頁。
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M 1評論新聞J(1876年7月号〉によると， 1発令以後，紙上ノ議論反テ一層激烈ヲー
増シ，其旨大抵政府ニ対抗スルニ似タリJ(~編年史j 2巻372頁〉という状況を呈し
たことが分る。
M 大江志乃夫「民権運動成立期の豪農と農民J (~歴史科学大系27 ・民権運動史』上
146，..，67頁〉。
的反政府という点で一致していながら，一方の土族の乱が士族特権の維持とし、う立場
から専制を批判し， 1公論」を主張したにすぎないのに対し，他方の土族民権・愛国
社的潮流の発展は，少くとも豪農・人民との連帯の立場からブ、ノレジョア革命を志向し
ていた点において大きな差があったものと言える。この点，視点は異なるが，参考に
なるのは猪飼隆明「自由民権運動研究のー視点J (~歴史評論j 379号〉である。ただ
し猪飼の場合，士族の行動を規定した政治的対抗関係について， 1たとえそれがた
てまえであったにしろ……(中略〉……一方では天皇の側(立場〉から，いま一方は人
民の側(立場〉から行れわるJ (向上49頁〉として， 1建白書」と島田ら「斬姦状」
とを同質的に処理しているが，それはそれで正しいとしても，大事な点は土族の乱と
士族民権とのその後における展開・発展の差異をみいだすことにある。
側 『自由党史』上152頁。
(59) 1郵便報知新聞J(1875年8月30日号〉で「新開条例発布以来2ヶ月にして早くも言
論弾圧の効果顕はるJ(~編年史j 2巻383頁〉と伝えているが，同時に出版条例 (1872
年1月文部省布達〉を廃止して，内務省へ移管することによって同条例を改定したの
である。
制大石嘉一郎『日本地方行財政史序説j65，..， 6頁。
制) 向上書52"'"5頁。
制 『明治文化全集j 4 巻憲政篇255"""'339頁参照。~自由党史』上173""'"7頁。
側近藤哲生前掲書259'"'"'60頁。
制 『自由党史』上193"""'212頁。
納向上書208頁。
側 山田昭次「対朝鮮政策と条約改正問題J(~岩波講座日本歴史j 15・近代2・59頁〉。
また福沢の「内国に在て民権を主張するは，外国に対して国権を張らんが為なり」と
いう言葉を引用して，遠山茂樹も国権強化の手段としての国会開設論であるとしてい
る (1福沢諭吉J/松島栄一編『進歩と革命の思想j122頁〉。同じく福沢の朝鮮政略論
については，河野健二『福沢諭吉一一生きつづける思想家-j142頁および福沢諭
吉「脱亜論J(~福沢諭吉全集j 10巻〉参照。
制 山田昭次前掲論文65頁。江華島事件に関して「東京曙新聞J(1876年1月23日号〉
は， 1朝鮮人ガ釜山浦ノ日本館ヲ襲撃セシトノ巷説ハ全ク無根ノ詑言ニ附スベカラザ
/レモノアリ」として権力側の担造と流言飛語に左右されていたしく『編年史j2巻474
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頁)， r郵便報知新聞J(1875年11月8日号〉は，朝鮮侵略を批判して「敵ハ近キニ在リ，
達キニ求ムルヲ要セザルナリ……(中略〉……征スベキハ韓ニ非ズシテ姦ニアリ」とし
ながらも， r姦ヲ征スルト韓ヲ征スノレト，其ノ志ハ一也，斉シク愛国ノ志也」とする類
でしかなかった(ff'編年史j2巻430頁〉。また日鮮修好条規締結に関しても「両国ノ間
ニ久シク存在セル葛藤ノ斯ク平和ノ結局ニ致レルノ、，実ニ鮮血ト貨幣トヲ救へノレ一大
事件也」と賞讃さえしている(ff'編年史j2巻494頁)0 r朝野新聞J(1875年10月15日
号〉も， r国カ国財ノ為メニ，征韓ノ非ナノレヲ論弁シタルノ、既ニ再三ニ及ヘリ」とし、
う観点からの他民族侵略「是非」論で、しかなかった(ff'編年史j2巻414頁〉。
側 「民権自由論J(ff'明治文化全集j5巻自由民権篇193頁)0ff'植木枝盛選集j15頁。
側 山田昭次前掲論文65頁。植木枝盛は「無上政法論」においても， r民権は国権と関
係を相なすものにして民権は国権あってしかる後安く国権輩固ならざれば，すなわち
民権もまた安きこと能わざるなりJ(ff'植木枝盛選集j63頁)と国権優先説を展開して
いる。家永三郎によると，杉固定ーや福沢諭吉の場合， r国権伸張を先とし，民権伸
張を後にするところの価値の序列がうかがわれる」としているのに対し， r枝盛の思
想における価値序列は全くこれと逆」であるとしている(ff'植木枝盛研究j294頁〉
が，国権をアジア侵略と関わらしてみたとき，この見解は疑問である。
。 山中永之佑前掲書22，._3頁，参照。
仰 『法令全書j6の1巻767，._70頁。ff'明治文化全集j4巻憲政篇353，._5頁0
(72) ff'明治文化全集j4巻憲政篇343頁。
仰向上書247，._52頁。『沿革表j(合本 1)106頁。
仰 『自由党史』上168頁。
的原口清『日本近代国家の形成j188，._ 9頁。小早川欣吾『明治法制史論』上巻286"'_'
342頁。ff'編年史j2巻433頁。
。6) f'j法令全書j8の1巻801，. 2頁o
(71) ff'日本国政事典1j 4頁。
(78) ff'沿革表j(合本 1)120，._ 2頁。
同 「東京曙新聞J(1876年10月9日号〉は，r諸県裁判所ノ如キハ，行政ノ官吏ニシテ判
事ノi識ヲ兼任シ，其勢必ラズ型肘矛盾ヲ生ズ」と旧来の制度批判を行なっていたが，
府県裁判所を改め23の地方裁判所を設定(上等裁判所の分割〉したことについても，
「復タ行政ト裁判ト混合錯雑スル事ナリ」と断じている(ff'編年史j 3巻66頁〉。
側 『法令全書j 8の1巻162，._70頁。
。1) ff'編年史j2巻447，._9頁。
ω 『明治文化全集j4巻憲政篇255，._339頁。
側 『沿草表j (合本 1)105頁。
制 『明治文化全集j4巻憲政篇323頁。
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紛 『法令全書j8のl巻770，. 6頁。尚，府県統廃合確定して 3府37県となった cr編
年史j 3巻37頁〉。
制 『法令全書j 9の1巻72"""3頁。この頃の状況について， 1"二新聞ー 雑誌発行禁止」
「筆禍頻々」と「郵便報知新聞JC1876年7月12日号〉が伝えている cr編年史j 3巻
7頁〉。
的家永三郎前掲書86頁。三菱助成金問題については， 1"東京日々 新聞J(1875年9月22
日号〉も，助成金賛成の立場からではあるが， 1"三菱会社ハ昨日ノ三菱会社ニ非ズ，昨
日ハ私立ニシテ，今日ハ既ニ之ヲ国立(ナショナル〉と云フベキ……(中略〉……国費
多端ノ政府ニシテ，夫ノ大多ノ金額ヲ此会社ニ付ス」と伝えている cr編年史j2巻
400頁〉。
ω マルクス「ブ、ノレジヨアジーと反革命Jcrマルクス・エンゲノレス全集j 6巻101頁〉。
ω 人的(参議)構成については，遠山・安達『近代日本政治史必携J26---7頁。大久
保暗殺については， r自由党史』上229頁。
ω 『法令全書J11巻11，. 8頁。
ω 『沿革表J C合本 1)170""" 2頁および『法令全書J11巻143"""9頁。
ω 『自由党史』上214"""5頁。
側 『法令全書J6の1巻705"""33頁。
ω 大江志乃夫『徴兵制j76頁。政府の立場から，事件の素因について「日増倣漫心を
生し益々労苦を厭ひ規律を排斥し軍賞の事に付常に不平を唱へるに至れり」と断定
しこれにより規律強化・軍人訓戒の方向を示したと同時に， 1"不平を懐く者と猫角
協力して気脈を各隊に通し同盟を募りたる」動向に不安を感じていたことも事実であ
る。原因・状況および、処断についての政府見解は『明治軍事史』上360，. 2頁参照。
他方， 1"東京曙新聞JC 8月26日号〉は， 1"本年7月より月給の減じたるを不平の第ー
とし，第二には去年西南の役に他の隊に勝れたる軍功あるも，勲章の事は兵隊に及ば
ざるが故なり」とより正しい見解が述べられているが cr編年史J3巻438頁)，兵役
そのものを苦役としてとらえる観点には未だ到達していなかった。
倒的 『沿革表JC合本 1)175""" 6 頁。~明治軍事史』上282"""5頁。
側梅渓昇『明治前期政治史の研究J148"'-'156頁。
側原口清前掲書234頁。
ω マルクス「フランスにおける内乱Jcrマルクス・エンゲ‘ノレス全集J17巻312頁〉。
「国家の内部の階級対立が尖鋭化するにつれて，また境を接する諸国家が大きくなり
人口が多くなるにつれて，公的強力は強化するJ Cエンゲルス『家族，私有財産およ
び国家の起源J222，. 3頁・国民文庫版〉。
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